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2019年 3月 25日-Nuclear Economics Consulting Groupコメンタリー第 28回 

 

米国原子力輸出の道路閉鎖
        

 
 

輸出市場に通じる道で米国原子力産業各社は「道路閉鎖」に直面している。商業

上の課題や核不拡散問題を解決するよう米国政府が様々な措置をとらなければ、米

国原子力産業各社はもはやロシア、中国などの国営企業と今日の世界原子力市場で

競争するのは困難となっている。 

 

今、サウジアラビアは世界の原子力産業界に対し絶好の機会を提供している。

元々サウジアラビアは電力需要の伸びに対応するために１６基以上の原子力発電所

を建設し、電力システムを石油時代後には、よりクリーンなものに変革し、かつサ

ウジ経済に高度技術を持つ雇用を創出する計画だった。この計画は今は若干縮小さ

れ数基の原子力発電所を建設することとなっている。このサウジで初となる数基の

原子力発電所を受注できれば、受注者はリヤドが引き続き建設する可能性がある多

数の原子力発電所建設についても強い立場を獲得することができる。 
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現在、サウジアラビアへの原子力発電所輸出については５社が競合しており、米

国ウエスチングハウス社がロシア、中国、フランス、及び韓国の各国営原子力企業

と対抗しながらの競争を繰り広げている。 

 

数十年前、米国は原子力技術の世界のリーダーだった。当時は米国内にある多数

の原子力発電所での運転経験と、それらによって実証された原子力産業の実力を基

盤に、輸出市場でも成功をおさめてきた。今日の米国原子力産業界は、国内原子力

産業の能力を維持し、かつ将来の輸出市場でも自らの地位を保つことができるよ

う、輸出市場で原子力発電所を売り込むことに力を注いでいる。 

 

米国原子力産業界は、民間の株主が所有する企業群から成り立っているが、これ

らの企業群は原子力発電所の輸出市場で主に次の２つの「道路閉鎖」に直面してい

る。 

 

 米国原子力産業各社は、他国の国営原子力企業が提案する魅力的な商業条

件と対等な条件提示をすることが困難である。 

 

 米国は核不拡散につき制約的な政策をとっているため、さほど厳格な要求

を示さない他国と比べ、原子力の輸出が制限を受ける可能性がある。 

 

 

商業条件に関する課題 
 

米国原子力メーカーが提案する新規炉の設計そのものは大変に優れたものではあ

るが、競合する他の国営原子力企業が提案する設計と比べ、その設計だけをもって

抜きん出て本質的にベストだ、と言える程のものでもない。 

 

米国では原子力産業界やその原子力輸出について市場主導型のアプローチをとっ

ているのに対し、中国、ロシアなどの国営原子力企業はより大きな政府間（Ｇ２

Ｇ）関係の一部として原子力を捉えている。それらの国営原子力企業が輸出するに

際しては、政府間借款による原子力発電所建設計画への資金提供に加え、より好条

件の価格提示や完成までのリスクを受注側が引受けるなどの提案がなされていると

考えられる。 

 

これら国営原子力企業は自国内の原子力建設計画を原子力輸出の下支えにしなが

ら輸出を行っている。そうした国々では国内原子力産業界のチャンピオンである国

営メーカーと国営電力会社が手を組んで自国内の新規原子力発電所の設計・開発、

建設を行っている。また自国内での複数の新規原子力建設を通じて、それらの国営

原子力企業は原子力に関する経験を蓄積し、自らの原子炉設計を実物で実証し、さ

らに国内原子力産業内にそれらを通じて実証したサプライチェーンを構築してい

る。これらの全てが原子力輸出を後押しするものとなっている。そうした国営原子

力企業は輸出市場で外貨を稼ぎ、国内原子力産業各社に雇用を創出し、輸出先から

長期にわたりプラントサービス業務や燃料供給業務を受注する構造を作りあげ、よ

り高い視野から見た各国の地政学的な目標達成にも貢献している。  

 

https://www.reuters.com/article/us-china-nuclear-law/china-drafts-new-nuclear-energy-law-focus-on-international-market-idUSKCN1M2024
http://tass.com/economy/1035072
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最近、中国やロシアの国営原子力企業は大きな力をつけており、企業の実力や市

場での提案内容を見ると、今や米国の民間原子力企業は水をあけられ、その差はさ

らに広がっている。 

 

ロシアの垂直統合された原子力企業であるロスアトム社は、ロシア国内に留まら

ずグローバル市場でもロシアのシェアと影響力を維持・拡大することを目標に据え

たロシア・エネルギー政策実行の主要プレーヤーである。バングラデシュ、ベラル

ーシ、中国、エジプト、フィンランド、ハンガリー、インド、イラン、トルコ、ウ

ズベキスタンなどの各国でこうしたロシアの原子力プロジェクトが現在進められ、

あるいは計画されている。 

 

ロシア国内では初の浮上式原子力発電所の完工や原子力砕氷船群の増強に向け投

資が進められている。また世界の原子燃料市場でもその存在感を増しており、いく

つかの革新型原子炉開発も同時に進められている。 

 

中国が原子力産業に参入してきたのは比較的最近のことだが、国内エネルギーイ

ンフラ部門への国家資金投入や ｢一帯一路｣構想など国内外での活動を活用しなが

ら、国内の原子力企業群を統合させている。中国は壮大な原子力発電所輸出計画を

もっており、パキスタンでは既に建設が行われ、アルゼンチンとも交渉が進行して

いる。また英国でも複数の計画が動いている他、サウジアラビアが原子力ベンダー

を絞り込んだリスト（ショートリスト）にも名前を連ねている。 

 

中国国内では原子力発電所数を急増させることに投資が振り向けられているが、

加えて複数の革新型原子炉開発計画や浮上式原子力発電所の開発、原子力砕氷船1の

開発も進んでおり、さらには原子力航空母艦の建造にも野心を持っているとされ

る。 

 

このようにロシア、中国の両国とも欧州、ユーラシア、アフリカ、南米の諸国に

おいて、原子力による地盤を築こうとしている。 

 

２０１９年２月に行われたトランプ大統領と米国商用原子力産業企業との意見交

換ではいくつかの点が強調されている。すなわち、米国国内原子力産業界は米国政

府の支援を必要としており、特に米国商用原子力産業界は輸出市場における米国政

府の支援が必要であること、そして革新型原子炉技術開発を通じて米国が再び世界

で原子力産業のリーダーシップを獲得すべきであることが強調されている。 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

輸出市場で米国が他国の国営原子力企業と競争するには、米国政府が国内原子
力発電事業（既設原子力発電所の他、新規原子力建設も含め）と原子力技術の
イノベーションを支援し、さらに原子力の輸出も支援するような国家としての
原子力戦略を立案し実行に移すことが必須である。 

 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

                                                 
1  訳注：リンク切れ、https://www.rt.com/business/454674-china-biggest-nuclear-ship/ に同様の記事が

ある。 

http://www.world-nuclear.org/information-library/country-profiles/countries-o-s/russia-nuclear-power.aspx
https://economictimes.indiatimes.com/news/defence/india-russia-bangladesh-sign-tripartite-pact-for-civil-nuclear-cooperation/articleshow/63127669.cms
https://www.rferl.org/a/planned-belarusian-nuclear-plant-passes-stress-test-neighboring-lithuania-still-worried/29336314.html
https://www.rferl.org/a/planned-belarusian-nuclear-plant-passes-stress-test-neighboring-lithuania-still-worried/29336314.html
https://www.rosatom.ru/en/press-centre/news/russia-china-sign-several-major-nuclear-contracts-in-nuclear-sphere-/
https://www.bloomberg.com/news/articles/2017-12-10/putin-sisi-set-to-finalize-30-billion-nuclear-deal-boost-ties
https://uk.reuters.com/article/uk-finland-nuclear-fennovoima/finnish-russian-nuclear-reactor-pushed-back-to-2028-idUKKCN1OM0B0
https://www.reuters.com/article/us-russia-hungary-putin-orban-nuclear/russia-to-start-building-two-nuclear-reactors-in-hungary-soon-putin-idUSKCN1LY204
https://www.reuters.com/article/us-india-russia-nuclear/russia-signs-pact-for-six-nuclear-reactors-on-new-site-in-india-idUSKCN1MF217
https://www.reuters.com/article/us-russia-iran-power-plant/iran-resumes-talks-with-russia-to-build-new-nuclear-power-plant-idUSKCN1LA0F7
http://www.hurriyetdailynews.com/rosatom-seeks-partners-for-stake-in-akkuyu-plant-141716
http://www.world-nuclear-news.org/Articles/Rosatom-official-outlines-Uzbek-project-schedule
http://www.world-nuclear-news.org/Articles/Rosatom-official-outlines-Uzbek-project-schedule
https://www.maritime-executive.com/editorials/first-reactor-started-on-russia-s-floating-nuclear-plant
https://thebarentsobserver.com/en/arctic/2019/01/its-law-russian-arctic-shipping-be-regulated-rosatom
https://www.rosatom.ru/en/rosatom-group/fuel-and-enrichmen/
https://neutronbytes.com/2018/01/07/recent-developments-in-advanced-reactors-in-china-russia/
http://www.world-nuclear.org/information-library/country-profiles/countries-a-f/china-nuclear-power.aspx
http://www.world-nuclear.org/information-library/country-profiles/countries-a-f/china-nuclear-power.aspx
https://gbtimes.com/china-build-30-nuclear-plants-silk-road-countries
https://www.eastasiaforum.org/2019/02/21/global-ambitions-fuel-chinas-nuclear-power-strategy/
https://www.scmp.com/news/china/diplomacy-defence/article/2121532/china-build-third-hualong-one-nuclear-reactor-pakistan
https://www.scmp.com/news/china/diplomacy/article/3001977/chinese-delegation-set-revive-stalled-argentina-nuclear-power
http://www.world-nuclear-news.org/Articles/CGN-ready-to-ramp-up-UK-ambitions
https://observer.com/2018/03/china-russia-and-us-bid-to-build-saudi-arabia-nuclear-reactors/
https://www.scmp.com/news/china/science/article/2181396/how-china-hopes-play-leading-role-developing-next-generation
https://www.voanews.com/a/china-s-floating-nuclear-power-plants-risks-south-china-sea/4551979.html
https://d.docs.live.net/5ae8d6ca1e8099a3/Documents/Energy%20Security%20Projects/China%E2%80%99s%20first%20nuclear-powered%20polar%20icebreaker
http://eng.chinamil.com.cn/view/2018-07/02/content_8072944.htm
https://www.bloomberg.com/news/articles/2019-02-12/trump-said-to-meet-with-nuclear-developers-looking-globally
https://www.bloomberg.com/news/articles/2019-02-12/trump-said-to-meet-with-nuclear-developers-looking-globally
https://www.rt.com/business/454674-china-biggest-nuclear-ship/
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米国内の原子力発電所数は依然として世界最大ではあるが、もはや輸出市場にお

いて米国企業を支援し得るものとはなっていない。ロシアや中国では国内で原子力

発電所建設が継続的に行われている一方、米国国内では新規原子力発電所建設がほ

とんどないことから、輸出市場では米国原子力産業各社への信頼は消失してしまっ

ている。数少ない新規原子力建設計画の一つであるボーグルでの建設費用や工期に

関する問題や、サマーの建設中止などの経緯はどう見ても秀逸とは言い難い。こう

した問題に加え、米国では既設発電所が早期閉鎖されていることから米国原子力産

業界全体の評価が低下するリスクに陥っている。 

 

輸出市場で戦っている米国原子力企業各社には、他国の国営原子力企業が活用し

ているような政府保証による資金調達などの道は開かれておらず、ロシアや中国と

対等な立場で競争することはほぼ不可能となっている。他国の国営原子力企業が提

示している条件と比較してみると、米国海外民間投資公社（ＯＰＩＣ）や新たに設

置された米国開発投資公社（ＵＳＤＦＣ）による支援だけでは不十分である。 

 

米国やその他の国々で革新型原子炉技術の研究開発が進められているが、そうし

た革新型原子炉の概念も、実際の原子力発電所建設計画で採用され実証されてこ

そ、はじめて商用原子力発電所の一選択肢となり得るものである。つまり、その概

念が適切なもので、これまでの原子炉設計と比較しても追加価値（例えばより高い

安全性、高い経済性、柔軟な運転などの様々な特性についての価値）を生み、その

革新型原子炉設計が将来の原子力発電所投資に際しての一つの選択肢となり得る基

盤を有するものであることが実証計画によって実際に示されることになる。 

 

しかし不幸なことに米国内においては新規原子力を建設できる可能性はもとより

不透明である。通常の原子力発電所建設計画でさえリスクやコスト問題がある上

に、革新型原子炉の初号機という技術リスクが積み重なるような新規建設の可能性

はさらに低いと言える。もしも米国政府が他国の国営原子力企業の例に倣って、米

国内でそうした革新型原子力発電所に出資し、１基あるいは、複数基建設を行うこ

とになれば、革新的概念を商業的に実現する方向で大きな支援となり得る。米国内

での建設計画実現が、輸出市場での米国の革新型原子炉販売に対する強力な宣伝効

果となるであろう。 

 

このことは米国の天然ガス輸出と比較してみると良い。米国の天然ガス輸出は国

が直接出資しているわけではない。世界の天然ガス市場で米国が（例えば、破砕に

よるガス抽出技術開発や液化施設への投資などを通じて）成功を収めているのは主

に民間企業によるところが大きいが、経済的、地政学的見地から米国政府が天然ガ

ス輸出を積極的に推進していることがその背景にはあることは軽視できない。原子

力についても、最低限でもガス業界が得ていると同等の水準で国内事業や輸出促進

に関して政府が関与していくことが必要である。 

 

米国政府は米国の商用原子力発電業界を支援し維持していくための施策を施すべ

きである。米国内既設原子力発電所が技術的には今後さらに数十年もの運転が可能

であるにもかかわらず、経済的理由から閉鎖されてしまうことを未然に防止し、既

https://www.eenews.net/stories/1060100025
https://www.eenews.net/stories/1060100025
https://www.usnews.com/news/best-states/south-carolina/articles/2018-07-28/1-year-after-nuclear-plants-abandoned-fallout-continues
https://www.opic.gov/build-act/overview
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存の原子炉設計による新規原子力発電所建設を支援し、かつ米国内の革新型原子炉

設計の実証計画を支援する、などの施策を米国政府は取る必要がある。 

 

また米国政府は米国原子力企業が原子力の輸出市場で競争するに際して、各社を

支援するべきである。米国が原子力発電所を輸出し、関連物資やサービスも提供す

ることになれば、原子力発電所の運転期間である６０年間もしくはそれ以上の長期

にわたって当該国と政治的に良好な関係を築くことができる。 

 

核不拡散問題 
 

商業条件に関する課題解決に加え、米国の原子力技術、燃料、及び関連サービス

の輸出についての政策も見直す必要がある。このことは輸出に際して、米国の核不

拡散に対する考え方を当該国が受け入れることを要求していることと密接に関係し

ている。 

 

米国の核不拡散政策のため、米国からの輸出に際して、当該国のウラン濃縮など

の活動を禁止するなどの強制力がある核不拡散協定締結を求めるという制約がかけ

られている。 

 

数十年前、米国が原子力発電技術のリーダーであった頃は、核不拡散協定（いわ

ゆる１２３協定2）の締結に応じた国だけに原子力発電技術を輸出することで、原子

力技術の輸出を活用しながら米国の核不拡散に対する考え方を世界に広めていた。

一部の国々（例えばＵＡＥ）は核兵器開発計画に転用される可能性があるウラン濃

縮や燃料再処理技術獲得を制限する内容の１２３協定締結を要求された。これは１

２３協定の黄金律と呼ばれてきた。米国はこれによって締結国が核兵器に手を伸ば

す可能性を封じる一方、米国各企業は原子力技術、燃料やサービスを締結国に売る

ことができた。しかしながら、今や米国原子力産業各社はそうした制約を相手国に

要求しない国々とグローバルな競争を繰り広げる状況になっており、米国の核不拡

散政策は現状とうまく整合しないものとなっているように思われる。 

 

米国の原子力技術に関連する濃縮と再処理だけを対象とする標準的な１２３協定

と比べ、サウジアラビアに対しては当該国の濃縮と再処理を一切禁止するという、

より強固な１２３協定締結を要求しようという米国内の強い黄金律へのこだわり

は、原子力発電プラント輸出市場での米国成功の足かせとなってしまうかもしれな

い。これに対してロシアや中国は原子力発電所輸出に際して、既存、将来計画を問

わず、こうした制約は課していない。 

 

この米国の核不拡散に対する考え方は、新たに原子力を開発する国々が自国内で

燃料サイクルを完結させることは認めず、当該国は世界の市場に依存しながら燃料

を輸入するべきで、またそうしなければならない、ということを前提にしたもので

ある。理想郷では輸入燃料と世界市場に依存していくことも可能なのかもしれな

い。だが、それは非常に大規模な原子力発電所への投資についてさらに大きなリス

                                                 
2  訳注：1954年原子力法第 123条（他国との協力）に基づく協定 

https://warontherocks.com/2018/02/geostrategic-nuclear-exports-competition-influence-saudi-arabia/
https://warontherocks.com/2018/02/geostrategic-nuclear-exports-competition-influence-saudi-arabia/
https://www.export.gov/industries/civil-nuclear/exporting-guide/123-agreements
https://armscontrolcenter.org/civil-nuclear-cooperation-agreements/
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クを追加することになるであろう。（例えば燃料がなければ発電はできず、資産価

値は無に帰し、さらに電力系統も崩壊するかもしれない。） 

 

しかし、新規に原子力を導入する国々は、原子燃料の供給安定性確保の観点から

ウラン濃縮をあきらめることには抵抗を示している。新規原子力発電所建設計画を

有する国が、燃料供給の安定性を考えて自国の原子力発電所の運転寿命期間を通じ

て原子燃料を自ら確保しようとするのは正当な懸念からというべきである。そうし

た国々は単なる調達上の商業的懸念に留まらず、国家としてインフラ構築の懸念、

関心も有している。包括的な原子燃料の供給安定性の評価を行うとするならば、自

国内に燃料製造能力（すなわちウラン濃縮を含む能力）を確保することも選択肢の

一つとして検討を行うこととなる。 

 

米国の原子燃料の供給安定性確保は、その大部分が原子力発電所の所有者である

電力会社に委ねられており、電力はこの問題は商業的な問題、即ち原子燃料調達の

戦略を通じて達成すべき問題であると捉えている。しかし、米国の原子燃料製造能

力は衰退傾向にあり、米国においてすら原子燃料の供給安定性確保に関して懸念が

示されている。米国では原子燃料のウランの大部分（すなわち約９５％）は輸入さ

れており、２０１８年に行われたウラン輸入に関する２３２条3調査ではこの輸入ウ

ランに依存していることで引き起こされる国家安全保障上の問題に焦点があてられ

た。最後まで残っていたイリノイ州のハネウェル社のメトロポリスウラン転換工場

が２０１７年に稼働を停止し、米国内には稼働中のウラン転換工場はなくなってし

まった。米国内の濃縮ウラン製造能力は、外国企業であるウレンコ社が国外の濃縮

技術を使ってニューメキシコ州に作った工場のみである。その中、２０１９年に米

国エネルギー省が計画した「高含有率低濃縮ウラン（ＨＡＬＥＵ）4実証計画」は米

国起源の技術によるウラン濃縮能力を一部再構築することになると考えられる。 

 

原子力発電所を建設したいと考えている国々が持っている原子燃料の供給安定性

に対する懸念を減じ、さらには払拭することができるならば、それらの諸国が感じ

ている自国内でのウラン濃縮能力確保の必要性について再考を促す上で効果があ

る。こうした点を念頭に置いて、米国は原子力発電所の輸出と関連付けられた新た

な原子燃料の供給安定性確保の仕組みを創り出すべきであり、米国のこれまでの極

めて厳格な核不拡散政策に基づく制約については、原子燃料供給安定性に対して合

理的な配慮を払うことに力点をおいたものに進化させていく必要がある。 

 

結論 
 

原子力を保有するということは、エネルギーの多様化、エネルギーの自立、クリ

ーンで信頼度高いベースロード電源の獲得など原子力が持つ様々な便益を享受する

特別なクラブに当該国が入会するということである。原子力発電所を建設したいと

考えている諸外国は、米国の原子力発電技術を使いたいと考え、また米国とより深

い関係を構築したいと思っているとしても、そのためには他の国営原子力企業が提

                                                 
3 訳注：米国 1962年通商拡大法 232条（国家安全保障を理由に貿易相手国に対する制裁を可能にす

る）に基づく調査 
4 訳注： High-Assay Low Enriched Uranium (HALEU)、５～２０％程度の濃縮度を持つ低濃縮ウラン。

革新型原子炉などでの活用が念頭に置かれている。 

https://www.eia.gov/todayinenergy/detail.php?id=12731
https://www.eia.gov/todayinenergy/detail.php?id=12731
https://www.commerce.gov/news/press-releases/2018/07/us-department-commerce-initiates-section-232-investigation-uranium
http://www.world-nuclear-news.org/UF-US-conversion-plant-suspends-UF6-production-2111177.html
https://urenco.com/global-operations/uusa
http://www.world-nuclear-news.org/Articles/Centrus-seleced-for-HALEU-enrichment-project
https://nationalinterest.org/feature/the-middle-east-nuclear-power-play-no-one-talking-about-13372
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示するより魅力的な商業条件や、ウラン濃縮に対して制約を課さないなどの好条件

を拒絶する必要があり判断に窮している。 

 

商業条件に関する課題と核不拡散問題に関する問題を解決するための何らかの施

策を米国政府がとらなければ、原子力発電輸出を通じて得ることができるであろう

長期にわたる外交、国家安全保障上の効果全てを米国の競争相手諸国に譲ることに

なってしまう。今や列強各国が競争する時代になっており、他方で中国やロシアの

国営原子力企業はそうした点を主要な強みとして輸出を行っている。 

 

本コメンタリーはメリサ・Ｓ．ハーシュとエドワード・キーが執筆した。 

 

本コメンタリーの要約版は大西洋評議会（アトランティック・カウンシル）のエナ

ジー・ソース欄で公表されている。 

 

 

ニュークリア・エコノミクス・コンサルティング・グループ（NECG）は、原子力発電事業に関する

経済、ビジネス、規制、財務、地政学、法律など、多様で複雑な課題を掘り下げて分析している。

我々が依頼元に提供する報告は客観的かつ厳格な分析に基づくものであり、かつそれらは実業界での

経験を基にまとめられている。 

お問い合わせ先：Edward Kee +1 202 370 7713 edk@nuclear-economics.com 

 

 

 

 

https://nuclear-economics.com/melissa-hersh/
https://nuclear-economics.com/edward-kee-biography/
https://www.atlanticcouncil.org/blogs/energysource/roadblock-for-us-nuclear-power
https://www.atlanticcouncil.org/blogs/energysource/roadblock-for-us-nuclear-power
mailto:edk@nuclear-economics.com

